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投資信託は、国民の資産形成のために、有価証券等への分散投資を容易にするサービ

スを提供するものです。

特に、広く公募されている投資信託は、投資者保護のための厳格な法令や諸規則に基

づいて、家計からの少額な資金を一つにまとめて大きなファンドとした上で、国内外の

マクロ・ミクロの情報を調査・分析して投資対象を選別し、市場の動向やリスクを注

視・管理しながら運用を行っております。

投資信託に集められた資金は、国民の資産形成のために運用されると同時に、内外の

成長する国や企業の事業活動に活用され、経済の発展の原資として機能しています。

現在、我が国の政府は、成長戦略を策定し、そのなかで資本市場機能を高め貯蓄から

資産形成の流れを促進するための様々な政策を打ち出しています。例えば、NISA、ジ

ュニア NISA、iDeCo といった個人の資産形成を促進する制度を整えており、来年か

らは、積立 NISA も導入されます。他方、金融審議会による議論により、金融機関等に

よる顧客本位の業務運営の確立と定着に向け、「顧客本位の業務運営に関する原則」が

策定され、さらに、機関投資家による投資先企業との建設的な対話促進と企業価値向上

を目的に、スチュワードシップ・コードが改訂されました。このようななかで、一般社

団法人 投資信託協会の会員は、投資者本位の業務運営に努め、それぞれの会員におい

て投資信託の信認のための取組みを行っており、当協会としては、そうした取組みを、

広く国民の皆さまにご理解いただくよう努めてまいりたいと考えます。

また、そのような見地に立脚し、投資信託が幅広い国民各層から信認を得て、中長期

の資産形成における中核的な金融商品として信頼されるよう、一般社団法人 投資信託協

会に加盟する会員は、以下に掲げる 10 項目からなる行動憲章を実践してまいります。

なお、投資信託の信認向上には、投資信託を販売する販売会社や、投資信託財産を管

理する信託銀行を含め、多くの関係者の協力が必要です。当協会は、関係各位と協力し

つつ、ともに投資信託の信認向上のために努力していきたいと考えております。



投資信託の信認のための行動憲章

Ⅰ. 誠実・公正

投資信託委託会社は、投資者の最善の利益および市場の発展・健全性を図るべく、

誠実かつ公正に行動いたします。

Ⅱ. 専門的能力と注意義務

投資信託委託会社は、高い専門的知見を有した人材の確保と、その能力の維持・向

上に努め、業務の遂行にあたり、専門的能力と相当の注意をもって行動いたしま

す。

Ⅲ. 情報開示

投資信託委託会社は、投資信託の透明性を確保し、投資者の投資判断に資するべ

く、適切な情報開示を行います。

Ⅳ. 独立性

投資信託委託会社は、自らの専門的な判断に立脚した独立の立場で、投資者ニーズ

に則した投資信託商品の提供と運用を行います。

Ⅴ. 利益相反

投資信託委託会社は、潜在的あるいは明白な利益相反を特定し、適切に開示するな

ど、公正かつ効果的に、それらを管理いたします。

Ⅵ. 効率性

投資信託委託会社は、投資者の利益を優先し、常に効率的な運営に努めるととも

に、市場の動向や運用の状況に鑑み、投資者の利益に資する方策があると考えられ

る場合には、その可能性について能動的に検討し、適切に対応いたします。

Ⅶ. 投資先企業との関係

投資信託委託会社は、スチュワードシップ・コードの精神に則り、投資先企業の企

業価値向上に向け、建設的な対話の推進に努めるとともに、適切な議決権行使とそ

の結果の公表を行います。

Ⅷ. リスク管理

投資信託委託会社は、効率的なリスク管理が確保されるよう、リスク管理プロセス

の策定と効果の検証及び見直しに努めます。

Ⅸ. 法令諸規則等の遵守

投資信託委託会社は、その業務に適用されるすべての法令諸規則及び投資信託約款

を遵守いたします。

Ⅹ. ガバナンス

投資信託委託会社は、上記を遂行するため、必要に応じ外部の意見を求めるなどの

取組みを通じ、自社の適切なガバナンス態勢を確保いたします。


